（様式１）
令和　　年　月　日
うるま市長　中村　正人　様
住所(所在地)： 
商号又は名称：
代表者氏名： 　　　　　　　　　　　（押印省略）
企業誘致推進事業
企画提案応募申請書

　企業誘致推進事業に係る企画提案について、実施要領に基づき以下のとおり関係書類を添えて応募します。

⑴　応募申請書（様式１）
⑵　会社概要（様式２）
⑶　業務実績（様式３）
⑷　企　画　提　案　書　
⑸　事　業　見　積　書　※任意様式
⑹　添付書類
1 履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 
2 法人税、市県民税、消費税及び地方消費税の納税証明書
3 共同企業体協定書（様式４）※共同企業体で応募する場合
　　※共同企業体で応募する場合は構成員全員の添付資料が必要です。
	担当者氏名
	

	電話番号
	

	Email
	


（様式２）
企業誘致推進事業
会社概要
	会社名称
	

	代表者名
	

	所在地
	

	設立年
	年　　
	資本金(円)
	円　

	年商
	　　　　　　　　　円

	社員数
	　　　　　　　　　人

	事業内容
	

	県

内事業所
等
	名称
	

	
	所在地
	

	
	事業内容
	

	
	従業員数
	　人　　
	年商
	円　

	
	ＴＥＬ
	
	ＦＡＸ
	

	
	担当者名
	
	役職名
	

	
	Ｅｍａｉｌ
	

	
	ＵＲＬ
	


※共同企業体で応募する場合は構成員全員の会社概要が必要です。

（様式３）

企業誘致推進事業
業務実績
	平成29年度～令和3年度における官公庁からの同種、類似業務の受託実積、
または官民問わず受託した企業誘致推進業務の受託実績

	区分
	業務区分
	業務名
	発注者
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	同種類似業務
	・同種業務
・類似業務
・関連業務
	
	
	・単独

・共同企業体
	
	

	
	・同種業務
・類似業務
・関連業務
	
	
	・単独

・共同企業体
	
	


※該当する業務区分（同種業務・類似業務・関連業務）に〇をつけること。
※同種・類似・関連業務実績に記載する業務は、それぞれ2件までとする。
※同種業務　＝　①企業誘致推進業務（企業への誘致営業、企業誘致セミナー開催等）
　　　　　　　　②ポータルサイト等の制作業務
　　　　　　　　上記①②を含んだ業務

※類似業務　＝　①企業誘致推進業務
　　　　　　　　②ポータルサイト等の制作業務
　　　　　　　　上記①か②どちらか一方が含まれた業務
※関連業務　＝　企業誘致に関連が深い業務
　　　　　　　※例・企業向け広告業務
　　　　　　　　　　情報発信及び情報収集を目的とするアプリケーション等の制作業務
※共同企業体で応募する場合、全ての構成員の実績を記載することができる。
	平成29年度以降に地方自治体から受託したコンサルティング業務実績

	業務名
	発注者
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	
	
	・単独

・共同企業体
	
	


	平成29年度以降に民間企業から受託した情報通信産業分野の事業実績

	業務名
	発注者
	受注形態
	業務概要
	履行期間

	
	
	・単独

・共同企業体
	
	


（様式４）
共同企業体協定書
(目的)
第1条 当共同企業体は、次の業務を共同して営むことを目的とする。
（１）　うるま市の発注に係る企業誘致推進事業（以下「委託業務という。）の受託
（２）　前号に附帯する業務
２　前項の業務のうち、各構成員が実施する業務については、別途協議のうえ定めるものとする。
（名称）
第２条　当共同企業体は、○○・○○・○○共同企業体(以下、「当企業体」という。)と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を（住所・企業名）内に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和　年　月　日に成立し、その存続期間は令和　年　月　日までとする。
２　委託業務を請け負うことができなかったときは、当企業体は、前項の規定にかかわらず、当該委託業務に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
３　第１項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。
（構成員の住所及び名称）
第5条 当企業体の構成員は、次のとおりとする。
　　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（出資割合）
第６条　各構成員の出資の割合は、次のとおりとする。
代表者　　　　　　　株式会社　　　　％
構成員　　　　　　　株式会社　　　　％
構成員　　　　　　　株式会社　　　　％
(代表者の権限)
第７条　当企業体の代表者は委託業務の履行に関し、当企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、発注者及び関係官庁等と折衝する権限並びに請負代金の請求、受領及び当企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
（分担業務委託料）
第８条　各構成員の業務の分担及び分担業務の委託料については、次条に定める運営会議で別に定めるものとする。
（運営会議）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営会議を設け、当企業体の運営に関する重要な事項について協議のうえ決定し、委託業務の完成に当たるものとする。
（構成員の責任）
第10条　各構成員は、委託業務の請負契約の履行及び委託業務の実施に伴い当企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（取引金融機関）
第11条　当企業体の取引金融機関は、（　　　　）銀行（　　　　）支店とし、共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第12条　この協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
（委託業務途中における構成員の脱退）
第13条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当企業体が委託業務を完了する日までは脱退することができない。
（委託業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第14条　構成員のうちいずれかが委託業務中において破産または解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して委託業務を完了する。
（解散後の契約不適合責任）
第15条　当企業体が解散した後においても、当該委託業務につき不適合があったときは、各構成員は共同連帯してその責を負うものとする。
（協定書に定めのない事項）
第16条　この協定書に定めのない事項については、構成員が協議して定めるものとする。
　　　　　　　　　　　　外　　社は、上記のとおり○○・○○・○○共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書を　　通作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するとともに、うるま市へ１通を提出するものとする。
令和　　年　　月　　日
　　　　代表者　　会 社 名                                                   
　　　　　　　　　代表者名                                                 印 
会 社 名                                                   
　　　　　　　　　代表者名                                                 印 
会 社 名                                                   
　　　　　　　　　代表者名                                                 印 
（任意様式）

企業誘致推進事業
企画提案書

	・募集要項及び企画提案仕様書を参照し、業務内容の取り組み方法を具体的に示すこと。

・任意様式、A4用紙、枚数制限５枚
・写真、イメージ、レイアウト、色彩の使用は自由とする。
・主要な文字は、読みやすい大きさ（10ポイント以上）となるよう配慮すること。

・提案者（共同企業体の構成員を含む）を特定することができる内容の記述（具体的な社名、
人物名、社章、ロゴマーク等を含む）を記載してはならない。
以下の項目について明記して下さい。

　

１枚目．企業誘致の捉え方 
・事業名に掲げる「企業誘致」をどのように推進するのか、ポータルサイト制作も含め事業運営の提案をお示し下さい。
２枚目．業務実績等
・過去に携わった関連のある業務において、主体的な工夫、配慮について取り組んだ事をお示し下さい。

３枚目．事業執行体制・工程等
・本事業を実施するための執行体制及び工程をお示しください。また、執行体制における人員の配置について、具体的にお示しください。

４枚目・５枚目　事業者の独自性・有益性

・貴社(者)が本事業に対し、どのような独自性、有益性を持つかお示し下さい。

※簡潔明瞭に作成すること。

※この様式によりがたい場合は、任意の様式を使用しても構わない。


（様式５）
令和　　年　　月　　日

企業誘致推進事業
企画提案質問書

住所(所在地)： 

会社名： 

代表者氏名： 

電話番号：

FAX番号：

	No
	実施要領の項目等
	質問内容

	
	
	


※１　質問事項は簡潔に記入すること。
※２　Ｅｍａｉｌ又はＦＡＸで送信する場合は、電話で着信確認を行うこと。
※３　提出先　うるま市経　経済産業部　産業政策課
電 話：098-923-7611　　ＦＡＸ：098-923-7623
Email：sangyou-ka@city.uruma.lg.jp

（様式６）
令和　　年　　月　　日

うるま市長　中村　正人　様

企業誘致推進事業
企画提案辞退届

　企業誘致推進事業に係る企画提案への参加を辞退したいので、辞退届を提出します。

住所（所在地）
商号又は名称

代表者氏名　　　　　　　　　　　（押印省略）
受付番号








